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今月号のあらまし 

 

Ⅰ ＴＰＰ交渉をめぐる情勢 

ＴＰＰ交渉は１０月５日、米国・アトランタで開催した閣僚会合で、参加１

２カ国が大筋合意した。ＴＰＰにより、日本における輸入関税を無くす品目の

割合（自由化率）は９５％となる。政府は、国家貿易制度の維持やセーフガー

ドの導入などで輸入拡大を一定範囲で留めたとするが、米や牛肉など重要品目

でも、輸入枠の新設や大幅な関税削減を受け入れており、外国の農産品が大量

に流入し国内農家が大打撃を受けることが懸念される。 

今後ＪＡグループは、全国大会において行われた特別決議に基づき、政府・

与党に対し、合意内容の公表、国内対策の確立、国内農業への影響の検証等を

求める運動を展開していく。 

 

Ⅱ 水田農業をめぐる情勢 

農林水産省は１０月２日、２７年産の主食用米について、都道府県別の過剰

作付の状況（９月１５日現在）を公表した。生産数量目標の面積換算値１４１

万９０００haを１万３０００ha下回り、過剰作付は解消された。 

また、同日、農林水産省は２７年産米の全国の作況指数（９月１５日現在）

が「平年並み」の１００だったと公表した。今回発表した作況指数と作付面積

を基に計算すると、主食用米の生産量は７４７万トンで、目標（７５１万トン）

を４万トン下回り、平成１６年産に生産調整が現行の仕組みとなって以来、初

めて生産数量目標を達成することとなる。 
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Ⅰ ＴＰＰ交渉をめぐる情勢 

― ＴＰＰ大筋合意、「聖域」も大幅開放 ― 

 
１．ＴＰＰ閣僚会合の結果 

○ ９月３０日より、米国・アトランタにてＴＰＰ閣僚会合が開催された。会合は

当初の日程を大幅に延長、延べ６日間協議が行われ、１０月５日に大筋合意が発

表された。 

 

○ ５日に発表された閣僚声明（別紙１）では、「環太平洋パートナーシップを成

功裏に妥結したと発表できることを嬉しく思う」「交渉官は…（中略）…公表の

ために整えられた条文を準備するための技術的な作業を継続する」とされた。同

日発表された協定の概要は別紙２の通り。 

 

○ 甘利ＴＰＰ担当大臣は、共同会見後の単独会見において、「農林水産物の重要

品目では、衆参農林水産委員会の決議をしっかりと受け止め、…（中略）…交渉

結果として最善のものとなった。」との認識を示した。 

 

○ また、「確実に再生産可能となるよう政府全体で責任を持って国内対策をとり

まとめ、交渉で獲得した措置とあわせて、万全な措置を講じていく」「衆参農林

水産委員会の決議…（中略）…に沿った結果になっていると思う。ただし、判断

いただくのは国会だ。」と発言した。 

           

２．各国の反応等 

（１）日本      

○ 大筋合意の報告を受けた安倍首相は５日夜、記者団に対し、「ＴＰＰは、価値

観を共有する国々が自由で公正な経済圏をつくっていく国家百年の計。政権発足

以来の大きな課題に結果を出すことができた。農業分野で、関税撤廃の例外をし

っかりと確保することができた。」と述べた。 

 

○ さらに６日、安倍首相は官邸で記者会見し、「関税撤廃の例外をしっかり確保

することができた。自民党がＴＰＰ交渉参加に先立って掲げた国民との約束はし

っかり守ることができた。」と誇ってみせた。そのうえで、全閣僚をメンバーと

したＴＰＰ総合対策本部を設置し、コメや牛肉など農産物の「重要５品目」を中

心に生産支援に万全を期す考えを表明した。 

 

○ 林農相は６日の閣議後会見で、農水省内に自らを本部長とする「農水省ＴＰＰ
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対策本部」を設置し、品目ごとの影響精査や必要な対策を検討していく方針を示

した。米については、国内需給に影響を及ぼさないよう、新たな輸入枠に相当す

る量の国産米を政府備蓄米として買い入れ、市場から隔離する方針を明らかにし

た。 

 

○ さらに、農家経営に悪影響を及ぼす懸念が生産現場に広がっていることを認め、

「意欲ある農林漁業者が希望を持って経営に取り組めるように、確実に再生産が

可能となるように万全の措置を講じていく」とし、「なるべく早い段階でまとめ

たい」との考えを示した。 

 

○ 野党は、政府の合意内容や交渉姿勢に抗議するコメントを相次いで発表した。

民主党は細野政調会長名の談話で、「国会決議に反することは明白であり、強く

抗議する」「国益に即しているとは評価できない」と批判した。また、共産党の

志位委員長も「早期妥結を最優先に米国への譲歩を繰り返した。『聖域は守る』

との公約を公然と投げ捨てた」と批判する談話を発表した。 

 

○ 一方、経済界からは歓迎の声が上がった。経団連の榊原会長は「農業への影響

が懸念されるが、必要な国内措置を講じて、農業の基盤強化と成長産業化の機会

としていくことが必要。そのために政府、農業界、経済界が一体となって構造改

革に取り組むべきだ」とコメントした。 

 

○ ＪＡ全中の奥野会長は６日、「生産者の将来不安が早急に払しょくされるべき」

「『再生産』を確実にする関連法制度の整備やそれに沿った予算措置など、万全

な対応が不可欠」とするコメントを発表した。 

 

○ また、８日に発表された会長談話（別紙３）では、「生産現場には不安と怒り

の声がひろがっている。関連法制度の整備やそれに沿った予算措置など、万全な

対応が不可欠である。政府・与党に対しては、我々との対話と協議のなかで今後

の政策を確立するよう、要請する」と国内農業への影響緩和策の確立を求めた。 

 

（２）米国その他参加国 

○ ＴＰＰ交渉の大筋合意を受けてオバマ大統領は５日、声明を発表し、「多数の

国が１８，０００を超える関税を撤廃し、労働や環境面でも過去にはない強力な

合意を盛り込んだ」と意義を強調し、批准に向けて米議会と協力していく考えを

示した。 

 

○ 一方、米国議会幹部は同日、合意内容の慎重な検証を必要とする旨の声明を相

次いで発表した。ハッチ上院財政委員長（共和党）は「痛ましいほどに不十分な
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協定であると懸念している。今後数か月かけて合意内容を検証していく」と述べ、

ライアン下院歳入委員長（共和党）も「（米国にとって内容が）素晴らしい自由

貿易協定に賛成なのであって、まだ条文を読んでいない段階では判断ができない。

一部の条項には懸念を抱いており、率直に言って、中身を見たい」とした。 

 

○ 米国の主要な農業団体も、「協定内容を精査してから是非を判断する」との姿

勢を一様に示している。一方、フォード自動車は、為替操作に関する規律が含ま

れていないとして、合意内容を批判している。 

 

○ なお、次期大統領選における現時点での候補とされるクリントン候補（民主党）

やトランプ候補（共和党）は、いずれも合意内容への反対または不支持を表明し

ており、今後の動向によってはＴＰＰにかかる議会審議への影響を懸念する声も

上がっている。 

 

○ メキシコのグアハルド経済相は「高成長が期待されるアジア太平洋地域の市場

に新たな扉を開くことができる」と評価した。チリのムニョス外相は「過去２０

年間の多国間協定の中で最も重要だといえる。我々の国益にも追い風になる」と

歓迎し、農産品の輸出拡大に期待感を示した。 

 

３．大筋合意の内容について 

○ 今回の大筋合意で、日本は国会決議が聖域とした米や牛肉など重要品目で関

税の撤廃こそ回避したものの、輸入枠の新設や大幅な関税削減を受け入れた。政

府は、国家貿易制度の維持やセーフガードの導入などで輸入拡大を一定範囲で留

めたとするが、農業・農村、ひいては地域に及ぶ影響は計り知れない。 

 

○ 特に米農家は、いま、米過剰を回避するため、飼料用米への転換を進めている

最中である。しかし、輸入増となれば、その努力は水泡に帰すことになり、農家

の意欲をそぐ恐れがある。また、麦についても、実質的な関税であるマークアッ

プを半減することで、国産麦の価格低下だけでなく、国内麦振興策の財源が厳し

くなることが懸念される。 

 

○ 農水省が公表した「農林水産物市場アクセス交渉の結果（別紙４）」によれば、

重要品目に関する合意内容の概要は以下のとおりである。 
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ア）米 

Ø 現行の国家貿易制度、枠外税率（米の場合 341円/kg）を維持 
Ø 米国、豪州に輸入義務のない売買同時入札（SBS）方式の国別枠を設定 

米国：５万ｔ（当初３年維持） → ７万ｔ（13年目以降） 
豪州：0.6万ｔ（当初３年維持）→ 0.84万ｔ（13年目以降） 

Ø 既存のＷＴＯ枠（ＭＡ）の中に、中粒種・加工用の枠を新設（米国産米に
対する実質的な優遇措置） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

イ）麦 

Ø 実質的な関税であるマークアップ（輸入時に徴収する差益）について、９
年目までに４５％削減 

Ø 小麦は最大で２５．３万トン、大麦は６．５万トンの特別輸入枠（ＳＢＳ
方式）を新設 

 

 
ウ）甘味資源 

Ø 高糖度の精製用原料糖で関税撤廃や調整金の削減を認める 
Ø 加糖調製品（チョコレート菓子等）に９．６万トンの低関税輸入枠を新設 

 

 
７７万ｔ 

(主に加工用米) 
 
 
 
 
うち１０万ｔ 
（主食用） 

既存の 
ＷＴＯ枠 
（ＭＡ） 

＋ 

 
７万ｔ 

(米国産) 
 

8,400 ｔ （豪州産） 

中粒種・加工用の枠を
新設 

ＴＰＰ 
による新枠 

小麦 

大麦 
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エ）牛肉 

Ø 関税３８．５％を段階的に削減し、１６年目以降は９％まで下げる 
Ø セーフガード（緊急輸入制限措置）については導入するが、１６年目以降
４年間発動が無ければ廃止※ 

◆ 牛の関税水準とセーフガード発動時の税率 

 
 

オ）豚肉 

Ø 低価格帯の肉にかける１キロ４８２円の従量税について、１２５円（当初）
→５０円（１０年目以降）に引き下げ。 

Ø 高価格帯の従価税は４．３％の関税を１０年目に撤廃 
※ 差額関税制度と分岐点価格（１㎏５２４円）は維持 

Ø セーフガードも導入するが、１２年目に廃止 
 
 

 
 

 

〈課税後価格〉 〈課税後価格〉 

〈関税削減後〉 〈現行〉 0％ 

従価税 
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カ）乳製品 

Ø 脱脂粉乳やバターの低関税輸入枠をニュージーランド（ＮＺ）と米国、オ
ーストラリアに新設 

Ø チェダーやゴーダなど一部のチーズや、ホエー（乳清）は関税を長期間か
けて撤廃 

 

○ さらに８日、農水省はＴＰＰの農産物交渉について、米麦や牛肉・豚肉など重

要５品目以外の合意内容を追加公表した。オレンジやサクランボ、ブドウ、鶏

肉など幅広い品目で関税が段階的に撤廃される。概要は次表のとおり（詳細は

別紙５を参照）。 
 

 

 

○ この結果、日本がこれまで関税を撤廃したことがない農林水産品８３４品目の

うち、協定発効後に約半数の品目の関税が撤廃されることとなる。これにより、

関税をなくす割合を示す「貿易自由化率」は９５％となり、日本が過去に結んだ

自由貿易の協定では最も高くなる。 
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４．ＴＰＰ合意を受けた政府による対策本部の設置および基本方針の決定 

○ 政府は１０月９日、安倍総理を本部長とする「ＴＰＰ総合対策本部」を設置し、

同日開かれた第１回会合で「環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定交渉の大

筋合意を踏まえた総合的な政策対応に関する基本方針」を決定した。今後は「総

合的なＴＰＰ関連政策大綱（仮称）」の策定に向けて検討をすすめていくとして

いる。 

 

【総合的な政策対応に関する基本方針の概要】  

Ø 今般のＴＰＰ閣僚合意は「アジア太平洋の世紀」の幕開けとなる画期的なも
の。我が国にとっても、「チャンスに満ち溢れた日本」を取り戻し、日本の

未来を切り拓く歴史的第一歩。 

Ø そのためにも、国民の間におけるＴＰＰの影響に関する懸念と不安を払しょ
くすることも不可欠。 

Ø ＴＰＰを真に我が国の経済再生、地方創生に直結するものとするため、今後、
協定の署名や国会承認に向けた調整と並行して、関連法案等も含めた総合的

な政策面での対応を行っていくことが必要。 

Ø その際、以下の３点を基本目標とする。 

（１）ＴＰＰの活用促進による新たな市場開拓等 

 ⇒ 幅広い経済主体がＴＰＰを活用して新たなグローバル・バリューチェーン

を構築することを促す。 

（２）ＴＰＰを契機としたイノベーションの促進・産業活性化 

 ⇒ ＴＰＰの効果を最大限発現することによる多様な分野の生産性向上、多く

の地域での産業活性化等を通じて、我が国の成長を確かなものとする。 

（３）ＴＰＰの影響に関する国民の不安の払しょく 

 ⇒ ＴＰＰの影響に関する国民の「不安」を払しょくし、特に農林水産物の重

要品目について、引き続き再生産可能となるよう、強い農林水産業をつく

りあげるため万全の施策を講ずる。 

Ø 今後、下記の検討結果等を踏まえ、「総合的なＴＰＰ関連政策大綱（仮称）」
を策定。 

（１）経済財政諮問会議でＴＰＰを通じた経済再生に向けた検討 

（２）各種会議との連携：「農林水産業・地域の活力創造本部」、「知的財産戦

略本部」、その他必要に応じて「産業競争力会議」等 

（３）国民への正確かつ丁寧な説明と情報提供 

Ø 農林水産業・地域の活力創造本部では、「農林水産分野に係る基本方針」に
沿って検討を進める。 
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【農林水産分野に係る基本方針の概要】 

Ø ＴＰＰによる新たな国際環境の下で、強くて豊かな農林水産業、美しく活力
ある農山漁村を創り上げていくため、交渉で獲得した措置と合わせて、政府

一体となって万全の措置を講ずる。 

Ø 具体的には、農林水産物の重要品目について、将来にわたって意欲ある農林
漁業者が希望を持って経営に取り組めるようにすることにより確実に再生産

が可能となるよう、ＴＰＰ協定の締結について国会の承認を求めるまでの間

に、今回の合意の実施に伴い生ずる諸課題に係る対策について、以下の項目

に沿って検討し、全体像をとりまとめる。 

Ø 対策の実施に当たっては、政府全体で責任を持って対応する。 

１．強くて豊かな農林水産業、美しく活力ある農山漁村づくりに向けた体質強化

対策 

 ⇒ 担い手の育成・確保、農地集積・集約化、農業生産性の向上、国産の強み

を活かした差別化や６次産業化等による高付加価値化などの体質強化対策

を講ずる。 

   併せて、外国産の輸入増大等による影響度合いが大きい農林水産加工業の

再編・合理化を推進する。 

２．重要５品目対策 

 ⇒ 重要５品目（米、麦、牛肉・豚肉、乳製品及び甘味資源作物）については、

品目ごとの合意内容に応じて適切な措置を講じる。 

（１）米：備蓄運営による外国産米の主食用米生産に対する影響食い止め 

（２）麦・甘味資源作物：国内産品の安定供給が図られるための環境整備 

（３）牛肉・豚肉・乳製品：経営の継続・発展のための環境整備 

３．その他 

 ⇒ 新たな国際環境の下で国内農林水産物の生産を行っていくことへの国民

的な理解を増進するための施策を講ずる。 

 

○ 農林水産省においては、大臣を本部長とする「農林水産省ＴＰＰ対策本部」を

９日に設置した。 

 

○ 新たに就任した森山農林水産大臣は、１０月１３日の記者会見で、政府全体で

責任をもって万全の国内対策を検討していく旨述べるとともに、国民への情報提

供が重要との観点から、今後、農産、畜産、園芸といった分野別に説明会を開催

する意向を明らかにした。 
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５．ＴＰＰ大筋合意後のＪＡグループの取り組み 

○ １０月８日、自民党主催の結果報告会において、ＪＡ全中の奥野会長は、「生

産現場には不安と怒りの声がひろがっている」「『再生産』を確実にするととも

に、後継者を確保していくためには、息の長い農業政策が必要」などと発言した。 

 

○ ９日、奥野全中会長をはじめとするＪＡグループ代表は、新たに農林水産大臣

に就任した森山大臣に面会した。森山大臣は、「（農林水産省と農林水産団体が

意見交換を行う場を設けること等を通じて）現場の声をしっかりと政策に反映し

ていきたい」「１～２か月に１回程度、課題がなくとも面と向かって話をする場

を用意し、理解を深めたい」との考えを述べた。 

 

○ １５日、ＪＡグループは第２７回ＪＡ全国大会を開催し、『ＴＰＰ対策運動の

継続・強化に関する特別決議』（別紙６）を採択した。今後行われるであろう国

会批准に向け、合意内容の公表、国内対策の確立、国内農業への影響の検証等を

求める運動を展開するという内容である。 

 

６．今後の見通し 

○ ＴＰＰは、今後、協定の詳細にかかる詰めの作業や法的な確認が各国交渉官に

より行われ、内容が確定した後、政府間の｢署名｣が行われることとなる。署名後

は、各国で条約を承認する｢国会批准｣が行われ、発効に至る流れとなる。 

 

○ 当面、署名までに各国でどのような経緯をたどるかが焦点となるが、米国のＴ

ＰＡ法において、署名の９０日前までに大統領が署名の意図を議会に通知するこ

とが義務づけられていることから、署名は早くとも来年１月以降になることとな

る。 

 

○ 米国内では、オバマ政権が早期の署名と議会審議を目指す一方で、議会からは

幹部を中心に署名前の合意内容の公表と精査を求める声が相次いでいる。このた

め、政権の思惑通りに議会通知が行われ、来年早々に１２カ国による署名に至る

かは不透明な状況である。 

 

○ なお、ＴＰＰ交渉参加１２カ国は、協定発効の条件を決めている。全参加国

が議会承認などの国内手続きを協定署名から２年以内に終えられない場合、国

内総生産（ＧＤＰ）の合計が８５％以上を占める６カ国が手続きを終えれば発

効できるとしている。そのため、ＧＤＰ比で大きな割合を占める米国の動向につ

いては、特に注視していく必要がある。 
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Ⅱ 水田農業をめぐる情勢 

― 生産数量目標 初の達成へ（９月１５日現在） ― 

 

○ 農林水産省は１０月２日、２７年産の主食用米について、都道府県別の過剰作

付の状況（９月１５日現在）を公表した。 
 
○ 発表によると、全国の２７年産の主食用米作付面積は前年産より６万８０００

ｈａ少ない１４０万６千ｈａで、生産数量目標の面積換算値１４１万９千ｈａを

１万３千ｈａ下回った。この結果、平成１６年に生産数量目標の配分を開始して

以来、初めて過剰作付面積が解消された。 

 

○ 都道府県別にみると、過剰作付を解消したのは３６都道府県に上るが、愛知県

は７００ｈａの過剰作付となっている。なお、農水省は今年産から、目標を越え

て生産量を減らす「自主的取組参考値」を示しているが、これよりもさらに作付

面積を抑えた都道府県も２８都道府県に上った。 

 

○ また、農水省は同日、２７年産米の全国の作況指数（９月１５日現在）を発表

した。同省が発表した米の作柄概況によると、全国の１０アール当たりの予想収

量は前年産より３キロ少ない５３３キロ、作況指数は１００であった。 

 

○ 今回発表した作況指数と作付面積を基に計算すると、主食用米の生産量は７４

７万トンで、目標（７５１万トン）を４万トン下回り、平成１６年産に生産調整

が現行の仕組みとなって以来、初めて生産数量目標を達成することとなる。 

 

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

   （27年は 9月 15日現在） 
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○ これに伴って来年６月末の民間在庫量も２０７万トンまで減り、米価安定の目

安とされる２００万トンに大きく近づくことになる。 

 

○ これを受け、米卸各社は２７年産米の価格が「需給の引き締まりを念頭に手当

てが増え、相場は徐々に浮揚するだろう」と予測している。店頭価格も上げに転

じるとの見方が強い。 

 

○ 農水省は産地側の動きとして、ＪＡ概算金が６０㎏あたり８００～２０００円

高、相対取引価格も同５００～８００円高と前年産と比べて上昇していることを

指摘し、「需給の引き締まり基調を反映したもの」との認識を示している。 

 

○ 林農相も２日の閣議後会見で、生産調整の超過達成により「そういうこと（概

算金の引き上げ）につながっているんだということが農家に実感していただけれ

ば、この取り組みがさらに広がっていくのではないか」と期待感を示した。 
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